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１．１．１．１．環境・エネルギーを巡る状況環境・エネルギーを巡る状況環境・エネルギーを巡る状況環境・エネルギーを巡る状況１．１．１．１．環境・エネルギーを巡る状況環境・エネルギーを巡る状況環境・エネルギーを巡る状況環境・エネルギーを巡る状況
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■２０１５年末に開催予定の国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の「第21回締約国会議（於：パリ）

ＣＯＰ２１」で日本政府が掲げる目標案は、２０３０年の削減目標（案）は、２０１３年比２６％減。

■欧米と遜色ない水準の目標。

１．温室効果ガス排出量 削減目標

主要国の約束草案の比較

（政府原案）
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２．長期エネルギー需給見通し（具体的な目標水準）
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エネルギー需要エネルギー需要エネルギー需要エネルギー需要

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
電力

２５％

３６１百万ｋｌ３６１百万ｋｌ３６１百万ｋｌ３６１百万ｋｌ

徹底した省エネ徹底した省エネ徹底した省エネ徹底した省エネ

5,030万万万万kl程度程度程度程度

（対策前比▲（対策前比▲（対策前比▲（対策前比▲13%程度）程度）程度）程度）

電力

経済成長

１．７％／年

３２６百万ｋｌ程度３２６百万ｋｌ程度３２６百万ｋｌ程度３２６百万ｋｌ程度

一次エネルギー供給一次エネルギー供給一次エネルギー供給一次エネルギー供給

４８９百万ｋｌ程度４８９百万ｋｌ程度４８９百万ｋｌ程度４８９百万ｋｌ程度

自給率２４．３％自給率２４．３％自給率２４．３％自給率２４．３％

程度程度程度程度

２０１３年 ６％

改善改善改善改善

天然ガス１８％程度

原子力１１～１０％

程度

再エネ１３～１４％

程度

３．長期エネルギー需給見通し（将来のエネルギーミックス）

２０３０年度２０３０年度２０３０年度２０３０年度

（省エネ対策後）（省エネ対策後）（省エネ対策後）（省エネ対策後）

２０１３年度２０１３年度２０１３年度２０１３年度

（実績）（実績）（実績）（実績）

熱

ガソリン

都市ガス

等７５％

電力

２８％

程度

熱

ガソリン

都市ガス

等７２％

程度

２０３０年度２０３０年度２０３０年度２０３０年度

石油３２％程度

石炭２５％程度
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２．再生可能エネルギー導入への取組２．再生可能エネルギー導入への取組２．再生可能エネルギー導入への取組２．再生可能エネルギー導入への取組２．再生可能エネルギー導入への取組２．再生可能エネルギー導入への取組２．再生可能エネルギー導入への取組２．再生可能エネルギー導入への取組

（（（（１１１１））））再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギーの概略概略概略概略
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約２４％約２４％約２４％約２４％

約８％約８％約８％約８％

経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省

資 源 エ ネ ル ギ ー 庁資 源 エ ネ ル ギ ー 庁資 源 エ ネ ル ギ ー 庁資 源 エ ネ ル ギ ー 庁１１１１，，，，各再生可能各再生可能各再生可能各再生可能エネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギーの特徴特徴特徴特徴

再生可能エネルギー活用イメージ

約２４％約２４％約２４％約２４％

約３１％約３１％約３１％約３１％

約２７％約２７％約２７％約２７％

約８％約８％約８％約８％

約９％約９％約９％約９％

出典：一般財団法人 新エネルギー財団

写真は資源エネルギー庁ＨＰから

8

○平成２５年度の発電電力量のうち、再生可能エネルギーが占める割合は約１割。その大半は水力

発電。

○水力を除く再生可能エネルギーの発電量に占める割合は、１．４％(平成２３年度）から、固定価格買

取制度導入後２年間で、２．２％(平成２５年度)に。

【我が国の発電電⼒量の構成
（平成２５年度：

2013FY）】 水力

水力除く

再生可能エネルギー

8.５％

２.２％

２２２２，，，，再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー等等等等のののの導入状況導入状況導入状況導入状況

（出所）電気事業連合会「電源別発電電力量構成比」

石油

石炭

天然ガス

原子力

43.2％

30.3％

14.9％

1.０％
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石油その他, 2.4%

天然ガス, 10.6%

天然ガス, 20.3%
天然ガス, 27.1% 天然ガス, 26.9%

天然ガス, 43.2%

原子力, 15.5%
原子力, 20.2% 原子力, 20.0% 原子力, 19.2%

原子力, 74.3%

原子力, 1.0%

60%

70%

80%

90%
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○我が国の発電電力量に占める再生可能エネルギーの割合は１０．７％。

○他方、水力を除けば２．２％程度しかないのが現状。

(発電電力量に

占める割合)

３３３３，，，，我我我我がががが国国国国のののの再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギーの発電比率発電比率発電比率発電比率

【出所】日本：「電源開発の概要」等より作成

ドイツ、スペイン、イギリス、フランス、イタリア、アメリカ：2013年推計値データ、IEA, Energy Balances of OECD Countries (2014 edition)

再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）, 20.9%
再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）, 26.4%

再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）, 13.6%

再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）, 6.2%
再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）, 4.7%

再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）再エネ（水力除く）, 2.2%

水力水力水力水力, 3.2%

水力水力水力水力, 13.1%

水力水力水力水力, 1.3%

水力水力水力水力, 6.4%
水力水力水力水力, 12.5%

水力水力水力水力, 8.5%

石炭, 47.5%
石炭, 14.8%

石炭, 36.8%
石炭, 40.2%

石炭, 4.3%

石炭, 30.3%

石油その他, 5.2%

石油その他, 1.2% 石油その他, 1.2%

石油その他, 1.1%

石油その他, 14.9%

天然ガス, 3.1%

0%
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40%

50%
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ドイツ(2013) スペイン(2013) イギリス(2013) アメリカ(2013) フランス(2013) 日本(2013)

再エネ

24.1%

再エネ

39.5%

再エネ

14.9%

再エネ

17.2%

再エネ

10.7%

再エネ

12.6%

10

� 一戸建ての家全てに太陽光パネルを載せても、日本の電気の５％。

� 地熱の資源量は世界第３位。でも、そのほとんどが自然公園の中・・・

� 世界の風力は、平らなところや丘の上。でも、人口密度が高く山も多い日本では、風車も、尾根の上など

に無理してたてることになる（乱流や落雷の問題が）

４４４４，，，，再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーはエネルギーはエネルギーはエネルギーは何何何何がががが難難難難しいのしいのしいのしいの？？？？

� 4kW（⼀⼾あたり発電量）×1,200万（現在太陽光パネルを載せられる⼀⼾建ての数）×12％（設備利⽤率）×24h×365日
＝504億kWh（全住⼾に太陽光パネルを載せた場合の、1年間の発電量）

� 504億kWh ÷ １兆kWh（日本全国の１年間の総発電量） ≒ ５％

【積載可能な全⼀⼾建てに載せた場合の日本の太陽光発電量】

【日本の地熱資源量】 【尾根の上に⽴つ風⾞と⼈⼝密度】

約2300万

ｋＷ

国名

地熱資源量

（万ｋＷ）

地熱発電設備容量

（万ｋＷ）

アメリカ合衆国 3,000 309.3

インドネシア 2,779 119.7

日本 2,347 53.6

フィリピン 600 190.4

メキシコ 600 95.8

アイスランド 580 57.5

ニュージーランド 365 62.8

イタリア 327 84.3

世界の地熱資源量世界の地熱資源量世界の地熱資源量世界の地熱資源量

【日本の地熱資源量】 【尾根の上に⽴つ風⾞と⼈⼝密度】

提供：（提供：（提供：（提供：（㈱ユーラスエナジーホールディングス）㈱ユーラスエナジーホールディングス）㈱ユーラスエナジーホールディングス）㈱ユーラスエナジーホールディングス）

人口密度と山間部面積を比較すると

日本 約３６０人 ＊ 山７割

ドイツ 約２４０人 ＊ 山３割
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５５５５，，，，電源間電源間電源間電源間のののの発電発電発電発電コストコストコストコスト比較比較比較比較

� 再生可能エネルギーといっても、発電コストに相違あり。

� 風力・地熱発電については、石炭火力や一般水力と比較しても遜色ない水準。

（出典）コスト等検証委員会
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原発1基分

（発電電力量の比較）

規模感

（イメージ）

投資額

※

（原子力１基分との比較）

稼働年数

住宅太陽光 175万戸

東京都の戸建の

ほぼ全て

（169万戸：2008年時点）

1.6兆～3.3兆円

（4～8倍）

20年

(2030ﾓﾃﾞﾙ

は35年)

メガソーラー 5,800ヶ所

国内導入量

の73倍

（80ヶ所：2012年時点）

1.6兆～2.9兆円

（4～7倍）

20年

小水力 7,000ヶ所

国内市区町村数

の4倍

1.3兆円

40年

６６６６，，，，【【【【参考参考参考参考】】】】原発原発原発原発１１１１基分基分基分基分のののの発電電力量発電電力量発電電力量発電電力量

原発１基分の発電電力量（74億kWh（120万kW相当））は、以下の再生可能エネルギーに相当

小水力 7,000ヶ所 の4倍

（1,719：2012年時点）

1.3兆円

（3倍）

40年

風力※※

（陸上の場合）

210地点

（2,100基）

国内導入基数

の1.2倍

（1,814基：2010年時点）

0.9兆～1.2兆円

（2～3倍）

20年

地熱 35地点

国内地点数

の2.3倍

（15地点：2012年時点）

0.8兆円

（2倍）

40年

火力

（石炭火力の例）

1.4基 －

0.2兆円

（0.6倍）

40年

原子力 1基 －

0.4兆円

（1倍）

40年

※ 系統費用は含まず。投資額は建設費のみ。幅があるものはコスト等検証委員会報告書で、建設費のコスト低減を見込んでいるもの。

※※ 特に風力については、電力系統の整備がない場合、上記の導入基数の達成は不可能。（平成２３年１２月１９日 コスト等検証委員会報告書より作成）
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■ 当面は、開発・設置に要する期間の短い太陽光の導入量が伸びる一方、中期的に見れば、風力、バイオマス、中小

水力、やや長期には、地熱が、順次伸びてくる。ただし、各電源にも固有の課題があり、この解決の進捗次第で、今

後の導入量は大きく変化。

７７７７－－－－①①①①，，，，各再生可能各再生可能各再生可能各再生可能エネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギーの特徴特徴特徴特徴（（（（そのそのそのその１１１１））））

太陽光太陽光太陽光太陽光 設備利用率設備利用率設備利用率設備利用率 特徴特徴特徴特徴

12% � 太陽が持つエネルギーを太陽電池で直接電気に変えます。

� 日によって天候による出力差が大きく、バックアップ電源は必須。加えて分単位でも、

雲のかげり具合等で４割程度出力が上下動。

� 需要の少ない夜間は発電しないため、ピーク対応電源として活用しやすい側面も。住宅

用で4kW、メガソーラーで千～数万kW程度と一件当たりの規模は小さいが、分散導入

が進めば系統負荷は逆に少ないとの特徴有り。が進めば系統負荷は逆に少ないとの特徴有り。

� パネルコストも、2009年当時の約７０万円／ｋWから、現在、４７万円／ｋW程度に

急落。コスト低減が進めば、設置場所の開拓次第で大きな可能性。

風力風力風力風力 設備利用率設備利用率設備利用率設備利用率 特徴特徴特徴特徴

２０％ � 風の力で風車を回し、その回転運動を発電機に伝えて電気を起こします。

� 日によって天候による出力差が大きく、バックアップ電源は必須。

� 短期の出力変動は、太陽光に比べると小さく短期変動対応の必要性も少ないが、逆に需

要の少ない夜間にも発電するため、余剰電力問題が出やすい。

� 数万～数十万kW単位の開発が多く、スケールメリットが得られやすいため、多くの再エ

ネ先進国でも、量的拡大の中心は風力。

（注）設備利用率については、コスト等検証委員会報告書（平成23年12月19日）における標準的なケースより引用。
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７７７７－－－－②②②②，，，，各再生可能各再生可能各再生可能各再生可能エネルギーのエネルギーのエネルギーのエネルギーの特徴特徴特徴特徴（（（（そのそのそのその２２２２））））

地熱地熱地熱地熱 設備利用率設備利用率設備利用率設備利用率 特徴特徴特徴特徴

80% � 地下に蓄えられた地熱エネルギーを蒸気や熱水などの形で取り出し、タービンを回して

発電します。

水力水力水力水力 設備利用率設備利用率設備利用率設備利用率 特徴特徴特徴特徴

60% � 水の流れる勢いにより水車を回し、発電機に伝えて電気を起こします。

� 出力変動が少なく、設備利用率も高い、安定した電源。

� 大規模な立地ポテンシャルは少なくなっており、中小規模のものが中心。kWあたりの

建設コストは８５万円(1,000kW超)と、太陽光のコストを大きく上回る。

� ただし、設備利用率が高いため、集中的な開発と効率的な運用に努めれば、経済合理性

については、十分に見通しがたつ。

� 建設期間も比較的短いため、水利権等の調整が円滑に進めば、大きなポテンシャル。

発電します。

� 出力変動が少なく、設備利用率も高い、安定した電源。

� 地点開発が難しく、開発に長期を要するなど、開発リスクは高い。

� 自然公園規制等立地に関する制度改革の進展次第では、大きなポテンシャル。1か所当

たりの発電容量も数万ｋW単位と、スケールメリットも見込みやすい。

ﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾞｲｵﾏｽ 設備利用率設備利用率設備利用率設備利用率 特徴特徴特徴特徴

80%

� 動植物などの生物資源（バイオマス）をエネルギー源として熱をつくります。

� 出力変動が少なく、設備利用率も高い、安定した電源。

� 熱利用効率が化石燃料と比べて低いため、効率的に量をあつめる燃料供給インフラの構

築が課題。紙パルプ用、合板業界用など既存用途との競合問題をはじめ、燃料調達が不

安定となりやすい。

� ゴミ処理、糞尿処理、未利用木材処理など、他の用途と併用されることも多い。上手く

組めれば、地域社会への貢献が大きい。
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経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省経 済 産 業 省

資 源 エ ネ ル ギ ー 庁資 源 エ ネ ル ギ ー 庁資 源 エ ネ ル ギ ー 庁資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

（（（（２２２２））））固定価格買取制度固定価格買取制度固定価格買取制度固定価格買取制度

FIT：Feed-in TariffFIT：Feed-in Tariff
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○ 本制度は、電力会社に対し、再生可能エネルギー発電事業者から、政府が定めた買取価格・買取期間による

電気の供給契約の申込みがあった場合には、応ずるよう義務づけるもの。

○ 政府による買取価格・買取期間の決定方法、買取義務の対象となる設備の認定、買取費用に関する賦課金の

徴収・調整、電力会社による契約・接続拒否事由などを、併せて規定。

電力会社

国が定める期間、

固定価格で電気を買取り

再生可能エネルギー

による電気を売電
電気を供給

電気料金と合わせて賦

課金（サーチャージ）を

再生可能エネルギーに

よる発電を事業として実

施される方

１，固定価格買取制度の基本的な仕組み１，固定価格買取制度の基本的な仕組み１，固定価格買取制度の基本的な仕組み１，固定価格買取制度の基本的な仕組み

費用負担調整機関

（賦課金の回収・分配を行う機関）

固定価格で電気を買取り

課金（サーチャージ）を

回収

回収した

賦課金を納付

買取費用

の交付

・設備を認定

（安定的かつ効率的に発電可能かどうか

等を国が確認。要件を満たさなくなった場

合には認定取消し。）

調達価格等算定委員会

電気をご利用の

皆様

自宅で発電される方

国

 

経済産業大臣

買取価格・買取期間について意見

調達価格等算定委員会の意

見を尊重して買取価格・買取

期間を設定（毎年度）

kWh当たりの賦課金単

価の決定（毎年度）

17



� 再生可能エネルギーの導入量の増加に伴い、必要な賦課金総額が増加し、賦課金単価も増加。

� 他方、これまでのところ、①非住宅太陽光の新規導入量や設備稼働率が想定以上に伸びた結果、買取費用

が増加したこと、②販売電力量が想定以上に減少したことにより、見込みと実績にずれが生じ、交付金の財源

に不足が生じている状況。

平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度 平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度 平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度 平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度

収支の当初見込み収支の当初見込み収支の当初見込み収支の当初見込み（賦課金総額）（賦課金総額）（賦課金総額）（賦課金総額）

１３０６億円 ３２８９億円 ６５２０億円 １兆３２２２億円

賦課金単価賦課金単価賦課金単価賦課金単価

（標準家庭月額）（標準家庭月額）（標準家庭月額）（標準家庭月額）

０．２２円／ｋＷｈ

（６６円／月）

０．３５円／ｋＷｈ

（１０５円／月）

０．７５円／ｋＷｈ

（２２５円／月）

１．５８円／ｋＷｈ

（４７４円／月）

２，賦課金単価等の推移について２，賦課金単価等の推移について２，賦課金単価等の推移について２，賦課金単価等の推移について

賦課金収入の実績賦課金収入の実績賦課金収入の実績賦課金収入の実績

（賦課金単価（賦課金単価（賦課金単価（賦課金単価××××販売電力量実績）販売電力量実績）販売電力量実績）販売電力量実績）

１３０２億円 ３１９０億円 ６３５０億円 －

交付金としての支出の実績交付金としての支出の実績交付金としての支出の実績交付金としての支出の実績

（買取費用実績－回避可能費用実績）（買取費用実績－回避可能費用実績）（買取費用実績－回避可能費用実績）（買取費用実績－回避可能費用実績）

１２２０億円 ４００８億円 ７２７８億円 －

差額差額差額差額

（賦課金総額－交付金総額）（賦課金総額－交付金総額）（賦課金総額－交付金総額）（賦課金総額－交付金総額）

＋８２億円 ▲８１８億円 ▲９２８億円 －

（注１）平成２６年度の賦課金収入の実績・交付金としての支出の実績・差額は一部推計。

（注２）旧制度（余剰太陽光買取制度）の付加金を含んでいない。
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４0円＊２０年

○ 調達期間にわたり、参入時に適用された価格（固定価格）で、再生可能エネルギー電気を電気事業者に

販売することができる。当初にかかる多額の投資費用を、償却期間内で安定的に回収できるよう保証す

ることで、再生可能エネルギー発電への投資を広げるのが狙い。

○ ただし、太陽光発電パネルの量産効果によるコスト低下など、コスト低下分については、毎年度、新たに

参入する発電事業者に適用される調達価格に適切に反映する。

２4年度参⼊者

24FY 25FY 26FY
・・・・・・

【事業用太陽光発電（10ｋＷ以上）の場合（税抜）】

３，固定価格（調達価格）の推移３，固定価格（調達価格）の推移３，固定価格（調達価格）の推移３，固定価格（調達価格）の推移

３２円＊２０年

４0円＊２０年２4年度参⼊者

２５年度参⼊者 ３6円＊２０年

２6年度参⼊者

かかったコストを20年で回収

かかったコストを20年で回収

かかったコストを20年で回収

・
・
・

適⽤される調達価格の⾒直し

適⽤される調達価格の⾒直し

・
・
・

投

資

費

用

投

資

費

用

投

資

費

用
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電源電源電源電源 調達区分調達区分調達区分調達区分 1kWh1kWh1kWh1kWhあたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格 調達期間調達期間調達期間調達期間

出力制御

対応機器

設置義務

なし

出力制御

対応機器

設置義務

あり

太陽光太陽光太陽光太陽光
10kW未満

（余剰買取）

33円 35円 10年間

10kW未満

（余剰買取・

ダブル発電）

27円 29円 10年間

電源電源電源電源 調達区分調達区分調達区分調達区分 1kWh1kWh1kWh1kWhあたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格 調達期間調達期間調達期間調達期間

H27年 H27年

電源電源電源電源 調達区分調達区分調達区分調達区分 1kWh1kWh1kWh1kWhあたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格 調達期間調達期間調達期間調達期間

水力水力水力水力
1,000kW以上

30,000kW未満

24円＋税 20年間

200kW以上

1,000kW未満

29円＋税 20年間

200kW未満
34円＋税 20年間

水力水力水力水力((((既設既設既設既設

導水路活導水路活導水路活導水路活

用型用型用型用型))))

1,000kW以上

30,000kW未満

14円＋税 20年間

200kW以上

1,000kW未満

21円＋税 20年間

200kW未満
25円＋税 20年間

４，平成２７年度調達価格及び調達期間について４，平成２７年度調達価格及び調達期間について４，平成２７年度調達価格及び調達期間について４，平成２７年度調達価格及び調達期間について

H27年

4/1-6/30

H27年

7/1-

太陽光太陽光太陽光太陽光 10kW以上 29円＋税 27円＋税 20年間

電源電源電源電源 調達区分調達区分調達区分調達区分 1kWh1kWh1kWh1kWhあたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格あたり調達価格 調達期間調達期間調達期間調達期間

風力風力風力風力 20kW以上 22円＋税 20年間

20KW以下 55円＋税 20年間

洋上風力洋上風力洋上風力洋上風力 20kW以上 36円＋税 20年間

地熱地熱地熱地熱 15,000kW以上 26円＋税 15年間

15,000kW以下 40円＋税 15年間

バイオマスバイオマスバイオマスバイオマス
メタン発酵

ガス化発電

39円＋税 20年間

未利用木材

燃焼発電

2,000kW以上 32円＋税 20年間

2,000kW未満 40円＋税 20年間

一般木材等

燃焼発電

24円＋税 20年間

廃棄物

燃焼発電

13円＋税 20年間

リサイクル

木材燃焼

発電

17円＋税 20年間
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５，固定価格買取制度に係る設備認定状況

再生可能エネルギー等（⼤規模⽔⼒除く）による

� 平成２４年７月の固定価格買取制度開始（ＦＩＴ）により、平成２６年３月末時点で運転開始設備

容量は２９９５万kWに達し、前年度比３２%の上昇となった。

� ＦＩＴによる設備認定容量を全国ブロック別にみると、東北は関東、九州に次いで第３位。

都道府県別にみると福島県が全国３位、次いで宮城県が同７位、青森県が同１５位と続いて

いる。（平成２７年２月末現在）

ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量

再生可能エネルギー等（⼤規模⽔⼒除く）による
設備容量の推移

万ｋＷ

年平均伸び率5%

年平均伸び率9%

前年度比32％

余剰電力買取制度

固定価格買取制度固定価格買取制度固定価格買取制度固定価格買取制度

ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量ＦＩＴにおける全国ブロック別、設備認定容量

（MW）

（平成27年2月末現在）

ＲＰＳ制度

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000 

太陽光（非住宅）

太陽光（住宅）

風力

中小水力

地熱

バイオマス
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（万件） （万ｋＷ）

■件数ベース ■容量ベース
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70%
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６，太陽光の導入量と認定量の比較６，太陽光の導入量と認定量の比較６，太陽光の導入量と認定量の比較６，太陽光の導入量と認定量の比較
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３．３．３．３．自動車産業における環境対応への自動車産業における環境対応への自動車産業における環境対応への自動車産業における環境対応への

取組取組取組取組

３．３．３．３．自動車産業における環境対応への自動車産業における環境対応への自動車産業における環境対応への自動車産業における環境対応への

取組取組取組取組
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１．化石燃料への依存とＣＯ２排出１．化石燃料への依存とＣＯ２排出１．化石燃料への依存とＣＯ２排出１．化石燃料への依存とＣＯ２排出

化石燃料への依存度化石燃料への依存度化石燃料への依存度化石燃料への依存度 ９５％以上９５％以上９５％以上９５％以上

運輸部門からのＣＯ２排出量は、日本全体の排出量の約２０％運輸部門からのＣＯ２排出量は、日本全体の排出量の約２０％運輸部門からのＣＯ２排出量は、日本全体の排出量の約２０％運輸部門からのＣＯ２排出量は、日本全体の排出量の約２０％

自動車からのＣＯ２排出は、運輸部門の約９０％自動車からのＣＯ２排出は、運輸部門の約９０％自動車からのＣＯ２排出は、運輸部門の約９０％自動車からのＣＯ２排出は、運輸部門の約９０％

運輸部門における

エネルギー源別の消費割合

出典：エネルギー白書２０１４（経済産業省）

部門別のＣＯ２排出量

出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」から国交省作成
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２．EV・PHV及び急速充電器の普及推移
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プリウスPHV

アウトランダー

PHEV（三菱）発売

（2013年1月）

e-NV200

（日産）発売

（2014年10月）
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（トヨタ）発売

（2011年11月）
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我が国の新車（乗用車）販売台数に占める車種別の割合

３．次世代自動車の普及に関する政府目標３．次世代自動車の普及に関する政府目標３．次世代自動車の普及に関する政府目標３．次世代自動車の普及に関する政府目標

2014年年年年（実績）（実績）（実績）（実績） 2020年年年年 2030年年年年

従来車 76.0% 50～80% 30～50%

次世代自動車次世代自動車次世代自動車次世代自動車 24.0% 20～～～～50% 50～～～～70%

ハイブリッド自動車 21.6% 20～30% 30～40%

電気自動車 0.34%

【出典】 次世代自動車戦略２０１０

自動車産業戦略２０１４

電気自動車

プラグイン・ハイブリッド自動車

0.34%

0.34%
15～20% 20～30%

燃料電池自動車 0.0% ～1% ～3%

クリーンディーゼル自動車 1.7% ～5% 5～10%

≪参考≫

乗用車保有台数：6,070万台 （2014年）

新車乗用車販売台数： 470万台 （2014年）
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事業イメージ

４．クリーンエネルギー⾃動⾞等導⼊促進対策費補助⾦
平成2６年度補正予算額 100.0億円 平成2７年度予算額 200.0億円

事業の内容
事業目的・概要
�環境・エネルギー制約への対応の観点から、我が国のCO2排出量の2
割を占める運輸部門において、電気⾃動⾞等の次世代⾃動⾞を普及
することは重要です。

� また、次世代⾃動⾞は、今後の成⻑が期待される分野であり、各国
メーカーが次々と参入を予定するなど、国際競争が激化しています。

�加えて、エネルギーセキュリティを高める観点から、多様なエネルギー源と
しての⽔素や電気を利⽤する燃料電池⾃動⾞や電気⾃動⾞等の役
割についても期待が高まっているところです。

�一方、現時点では導入初期段階にあり、コストが高い等の課題を抱え

○⾞両
・電気⾃動⾞
・プラグインハイブリッド⾃動⾞
・クリーンディーゼル⾃動⾞（乗⽤⾞）
・燃料電池⾃動⾞ 等

補助対象

電気⾃動⾞ プラグインハイブリッド⾃動⾞

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間団体等
補助（定額）

�一方、現時点では導入初期段階にあり、コストが高い等の課題を抱え
ています。

� このため、⾞両に対する負担軽減による初期需要の創出を図り、量産
効果による価格低減を促進し、世界に先駆けて国内の⾃⽴的な市
場を確⽴します。

成果目標
� 「⽇本再興戦略改訂2014」における、2030年までに新⾞販売に占め
る次世代⾃動⾞の割合を5〜7割とする目標を実現に向けて、次世代
⾃動⾞の普及を加速させます。

申請者
補助

クリーンディーゼル⾃動⾞ 燃料電池⾃動⾞
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５．次世代自動車充電インフラ整備促進事業の概要

１．予算額及び事業の実施期間

●予算額：３００．０億円（平成２６年度補正予算）

●申請受付期間 ：平成２７年３月２日から平成２７年１２月２８日まで平成２７年１２月２８日まで平成２７年１２月２８日まで平成２７年１２月２８日まで

●実績報告：平成２８年２月１２日まで平成２８年２月１２日まで平成２８年２月１２日まで平成２８年２月１２日まで

２．補助対象及びその補助率

事業名 概要 補助対象 補助率

公共用

第１の事業

都道府県が策定した充電設備設置計画に位置づ

けられた充電設備

※「道の駅」は購入費・工事費ともに定額

機器購入費 ２/３

設置工事費 定額

充電設備設置計画に位置づかないが、公共性を

※「公共性を有する充電器」は、以下の全ての要件を満たす必要あり

①充電設備が公道に面した入口から誰もが自由に出入りできる場所にあること

②充電設備の利用を他のサービス（飲食等）の利用を条件としていないこと

③利用者を限定していないこと（但し、その場で料金を支払うことで充電器を利用できるのであれ

ば、条件を満たすものとする。）

第２の事業

有する充電設備

※「高速ＳＡ/ＰＡ等」は購入費・工事費

ともに定額
機器購入費 ： １/２

設置工事費 ： 定額（※）

※「第５の事業」②外部給電器にお

ける設置工事費は補助対象経費外

非公共用

第３の事業

共同住宅の駐車場、月極駐車場及び従業員駐⾞
場等へ設置する充電設備

第４の事業 上記以外の充電設備

第５の事業

①既存の充電設備に設置する課金装置

②外部給電器
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４４４４．水素社会実現の意義と対応の方向性．水素社会実現の意義と対応の方向性．水素社会実現の意義と対応の方向性．水素社会実現の意義と対応の方向性４４４４．水素社会実現の意義と対応の方向性．水素社会実現の意義と対応の方向性．水素社会実現の意義と対応の方向性．水素社会実現の意義と対応の方向性
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１１１１．．．．水素水素水素水素エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー利活用利活用利活用利活用のののの意義意義意義意義
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２２２２．「．「．「．「水素社会水素社会水素社会水素社会」」」」のののの実現実現実現実現（（（（エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画））））
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３３３３．．．．水素社会の実現に向けたロードマップの策定
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４４４４．．．．水素社会実現に向けた対応の方向性
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５５５５．．．．水素・燃料電池戦略ロードマップ概要

（注）赤の矢印は国が重点的に関与する取組を、

青の矢印は民間が中心となって行う取組を指す。
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６６６６．．．．家庭用燃料電池家庭用燃料電池家庭用燃料電池家庭用燃料電池（（（（エネファームエネファームエネファームエネファーム））））のののの普及普及普及普及・・・・拡大拡大拡大拡大
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７７７７．．．．業務用・産業用燃料電池の普及・拡大
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８．燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及・拡大
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９．燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及・拡大
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10．水素ステーションに係る規制見直し
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11．水素の製造方法
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12．水素の燃焼特性
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13．水素発電の意義

42

14．安価・安定的な水素供給システムの確立
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15．東京オリンピック・パラリンピック競技大会での水素活用

44

16．平成27年度･26年度補正における主な水素･燃料電池関連予算
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17．【参考】地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速的普及促進（国土交通省）

46

18．【参考】再エネ等を活用した水素社会推進事業（環境省）
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産総研福島再生可能エネルギー研究所水素キャリアチーム

� 水素キャリアチームでは、大きく変動する太陽光や風力等からの出力を大量かつ長期的に貯蔵するた

め、水素を大規模に活用することを目指します。水素キャリアは水素を含む化合物で有機ハイドライ

ドやアンモニアがあり、これらを水素エンジンや燃料電池により利用します。

� 水素を高密度に貯蔵出来る水素キャリア（メチルシクロヘキサン）の製造技術と、これを利用する高

効率コジェネエンジン技術の研究開発を実施

� 再生可能エネルギーによる水素製造から水素キャリアによる貯蔵、熱電併給までのトータルシステム

を開発・実証

48

研究の背景

� 太陽光・風力などの再生可能エネルギーは自然状況に左右されて変動するため大量導入の妨げとなっ

ています。本研究では、再生可能エネルギーと水を使って水素を発生させ、その水素を安全かつ軽

量・コンパクトな水素キャリアへ化学変換する技術を開発します。

� また、大量に貯蔵できる水素キャリアを、エネルギーの需要地でクリーンかつ高効率に利用する技術

を開発し、再生可能エネルギーの大規模利用に貢献します。
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主な研究内容

� 水素キャリアをつくる（メチルシクロヘキサン）：有機ハイドライドの一種であるメチルシクロヘキ

サン（MCH）の製造やMCHから脱水素する触媒の過渡性能などを評価。また、非石油起源のキャリ

アの可能性を拡げるため、原料や不純物が触媒性能に及ぼす影響を調査。

� 水素キャリアをつくる（アンモニア）：ハーバーボッシュ法（500℃、200気圧）よりも低温・低圧

の下で効率的にアンモニアを製造するための触媒反応技術を開発

� 水素キャリアを効率良く使う：脱水素触媒を装着した廃熱回収型コジェネエンジンにおいて、脱水素

によって取り出した水素ガスをコジェネエンジン等の燃料の一部として使い、安全かつ高効率に電気

と熱をつくるエンジン技術を開発。

� 水素キャリアの製造から利用までをシステム化した『水素キャリア製造・利用統合実証システム』に

より、様々なエネルギー貯蔵・利用モデルの検討。
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おおおお問問問問いいいい合合合合わせはこちらまでわせはこちらまでわせはこちらまでわせはこちらまで

【【【【連絡先連絡先連絡先連絡先】】】】

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー対策課対策課対策課対策課 ℡℡℡℡022022022022----221221221221----4932493249324932（（（（直通直通直通直通））））

EEEE----mailmailmailmail endoendoendoendo----tsukasa@meti.go.jptsukasa@meti.go.jptsukasa@meti.go.jptsukasa@meti.go.jp
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